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第２章 心豊かな人を育む『教育・文化・スポーツ』の充実 

第２節 学校教育 
第２節 学校教育 

 

 

現況と課題 

 

 小中学校教育において、富士・東部教育事務所内に充て指導主事を配置し、教員に対し専門的

な指導を行い、教育の質の向上に努めています。教材や副読本の整備・改訂、学習指導要領に

基づく教科指導だけでなく、情報化教育、郷土・地域教育等に効果を上げています。引き続き、

子ども達がさらに主体的に学習に取り組むための授業改善、ＩＣＴ（情報通信技術）機器の活

用、自主学習の習慣化が必要とされます。 

 本市では、富士山を鑑とした「富士山教育憲章」に則った富士山教育を推進し、各学校におい

て富士山学習を実践しています。富士山学習成果発表会の実施や、「わたしたちの富士吉田市・

富士山作品コンクール」を開催するなど、富士山学習の啓発を継続して行うことが望まれます。

また、市内中学生を対象としたキャリア教育により、郷土愛の醸成が求められます。 

 小学校英語の教科化の全面実施に対応するため外国語指導講師（ＡＬＴ）11 名を派遣委託の形

で配置し、児童生徒のコミュニケーション能力の育成と国際理解教育を進めています。小学校

学級担任の英語指導力を高めるための研修を積み重ねることが必要です。また、外国人子女等

への指導協力者を派遣して、学習支援や保護者対応が引き続き必要となります。 

 障害を持つ児童・生徒に対する特別支援教育については、特別支援教育支援員だけでなく教職

員も含めた研修を行っていくことが必要となり、児童・生徒理解、支援体制の強化を図ること

が望まれます。特別支援教室に在籍する児童・生徒は年々増加しているだけでなく、通常学級

においても特性がみられる児童・生徒が増加しており、適切な支援のためのスタッフ確保と資

質向上、インクルーシブ教育*1への対応等がより一層求められています。 

 吉田小学校分校は、市立病院入院児童の教育を推進しています。 

 教育研修所では、教育相談や不登校対応などの様々な問題に対応しています。教育相談件数が

増加し、不登校や引きこもりなど問題が複雑化・多様化しています。これらに対し、教育支援

室では教育相談員・自立支援員・学校訪問アドバイザーが連携して家庭や学校を支援してきま

したが、2017（平成 29）年度からは総合教育支援員として総合化し、教育支援室の充実を図っ

ています。 

 教職員の指導力と資質向上のため、今日的な教育課題に対応するための様々な研修を実施して

います。富士山教育の体制充実、研修成果の授業への活用、教育の今日的課題や現場が抱く問

題意識を解消するための研修等が課題となります。 

 連携活動の充実は、教育課題の複雑化や子どもの学びのつながりを保証する上で、年々重要性

が増しています。小中学校間の連携だけでなく、幼保小・小中高などの連携会議により、指導

の継続性や一貫性を高めることが必要です。 

  

*1）インクルーシブ教育：人間の多様性の尊重等の強化、障害者が精神的及び身体的な能力等を可能な最大限
度まで発達させ、自由な社会に効果的に参加することを可能とするとの目的の下、障害のある者と障害のない
者が共に学ぶ仕組み。 
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 近年教職員の多忙化への対応が求められています。本市独自の教職員校務支援システム（あい

システム）が小中学校にさらに根付くよう、現場教職員の声を基に新たなるシステムの導入や

利便性の向上を図る必要があります。 

 各校で校舎等の維持・安全管理のための修繕、環境整備、物品や備品等の購入を順次進めてい

ます。今後、2033（令和 15）年から 2052（令和 34）年の 20 年間に学校施設の集中的な建て替

えが必要になることから、2020（令和２）年３月に策定した「富士吉田市学校施設長寿命化計

画」に基づき、施設の効果的・効率的な改修・修繕を行うとともに、維持管理費用や施設の更

新の平準化を図っていく必要があります。 

 学校保健安全法に従い、就学前児童の健康診断のほか、児童・生徒の健康診断、各種検査を毎

年実施しています。 

 学校給食センターでは 市立小中学校 11 校の児童・生徒、並びに市立６保育園の園児へ給食

約 4,400 食の調理、配送業務を行っています。成長期にある子どもたちへ栄養バランスのとれ

た安心安全な給食を提供し、情緒豊かな人間形成と健康の保持増進、食育の推進に寄与してい

ます。食物アレルギー疾患を持つ児童生徒へは学校、保護者、調理従事者と連携し、詳細な献

立対応食及び除去食を提供しています。さらに市立小中学校に在籍する児童生徒の学校給食費

無償化を実施しています。今後は給食残食量削減へ向けても、食育指導のさらなる推進が重要

となっています。また、施設建設より５年が経過し、機械設備等の故障頻度が高くなってきて

おり、施設の維持管理コスト増への対応が課題となってきています。 

 児童・生徒就学援助・奨励事業により、要保護・準要保護家庭に学用品等を扶助しています。

経済的に困窮している家庭の増加に伴い、就学援助・奨励事業の周知方法の工夫も必要です。 

 本市には市立の小学校が７校、中学校が４校ありますが、少子化の影響等により地域によって

はその児童・生徒数には不均衡が生じている面があります。 

 小中高連携連絡会議や中高生徒指導連携会議、中高養護教諭連携会議を開催し、一人ひとりの

児童生徒理解が円滑に移行できるように情報交換を行っています。 

 学校支援学生ボランティアを募り、児童生徒への学習支援を行っています。大学と連携を取り、

小中学校へ派遣しています。 
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施策の体系 

 

学校 

教育 

教育内容の充実   
  

教科指導の充実   

 
  

社会に開かれた特色ある学校づくりの推進   

 
  

国際理解教育の推進   

 
  

特別支援教育の推進   

教育体制の充実   
  

教育相談体制の充実   

 
  

教職員の資質向上   

 
  

学校間等の交流連携の推進   

 
  

教職員校務支援システムの運用   

学校施設の充実   
  

学校施設の管理・整備・安全対策   

健康安全教育の充実・推進   
  

保健管理の徹底   

 
  

学校給食の充実と食育の推進   

義務教育環境の充実・研究   
  

就学環境の充実   

 
  

適正規模・適正配置の研究   

高等学校・高等教育との連携   
  

高等学校との連携   

  
  

高等教育機関との連携   
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施   策 
 

（１）教育内容の充実 

①教科指導の充実 

 充て指導主事設置の継続により、持続可能な社会のつくり手を目指した新学習指導要領に対応し

た教科指導の研究及び教員に対する専門的な指導研修を実施し、「主体的・対話的で深い学び」

を実践する授業の実現を目指します。外国人子女や特別支援教育など多様化する児童生徒への対

応、防災教育や食教育などの安全に対する教育のために教職員の資質・能力の向上のための研修

の充実に努めます。引き続き、本市独自の副読本の作成・活用やＩＣＴ（情報通信技術）等の学

習環境の充実、長期休業等を活用した学習支援体制の確立等により、児童・生徒の確かな学力の

育成と自主的な学習習慣の定着を目指します。感染症対策や熱中症対策、給食アレルギー対応、

登下校指導など、児童生徒の健康や安全を守るための取組を継続し、児童生徒自らも自身の健康

や安全について考え、実践していくための教育を行っていきます。ＥＳＤ*1 教育において広い視

野を養い、世界にはどのような問題があるのかを知り、身近な取組から始めることで、自らの問

題として行動に移すことを目指します。外国人児童生徒に対し、専門の教員による日本語指導を

実施したり、小中学校と家庭との面談時には通訳者を手配したりするなど、学習や学校生活に順

応できるよう指導や支援を今後も継続していきます。 

②社会に開かれた特色ある学校づくりの推進 

 富士山を鏡とした「富士山教育憲章」を基本理念とした、「富士山を知る学習」「地域を知る学習」

「交流活動」の３つの柱からなる「富士山学習」のもと、特色を活かした魅力ある学校づくりを

目指し、富士山と地域に誇りを持った児童生徒の育成に努めます。さらに、社会に開かれた教育

課程を編成し、児童生徒の道徳心を育み社会的・職業的自立のためのキャリア教育等を推進しま

す。 

③国際理解教育の推進 

 小学校英語への対応と小学校と中学校の英語教育の接続のためＡＬＴを 11 名配置し、コミュニ

ケーション能力の育成と国際理解教育を推進します。また、小学校英語専科教員とＡＬＴとのテ

ィームティーチングを通して小学校の学級担任の英語指導力の向上を図ります。また、外国人子

女への日本語指導等の体制強化に努めます。 

④特別支援教育の推進 

 増加する様々な障害を持つ児童・生徒に適切に対応するため、継続して特別支援教育支援員の効

果的な配置と資質向上に努めます。また、適切な教育指導体制の構築のため、国・県に教員加配

基準の緩和を要望し、インクルーシブ教育として、障害の有無に関わらず共に学べる学校づくり

を目指します。 

 

 

 

 

  

*1）ＥＳＤ：Education for Sustainable Development の略。持続可能な社会を実現していくことを目指して行う学習・
教育活動。（出典：文部科学省 HP） 
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（２）教育体制の充実 

①教育相談体制の充実 

 いじめ・不登校・問題行動・集団不適応等の課題を抱える子どもやその保護者に対し、様々な関

係機関と連携しながら、総合教育支援員による支援体制を構築し、きめ細かく総合的な支援の充

実を図ります。特に、不登校対策として、教育支援室を活用した子どもの居場所づくりと悩んで

いる子どもや親の相談の支援を進めます。また、教育支援室の施設拡充についても調査検討を進

めます。 

②教職員の資質向上 

 ＧＩＧＡスクール構想*1 による児童生徒への１人１台タブレットを効果的に活用するために、教

職員のタブレット操作技術の向上のための研修を今後も継続して実施します。教職員により習得

状況は異なるため、個々の技術を高めるよう努めます。「主体的・対話的で深い学び」のための

効果的なタブレットの活用と授業改善のための研修や今日的教育課題への対応のための研修な

ど、様々な実践的研修機会を創出します。 

③学校間等の交流連携の推進 

 「小一プロブレム」や「中一ギャップ」への対応など、子どもたちの成長を継続的かつ適切に支

援していくために、「幼保小連携連絡会議」、「小中高連携連絡会議」、「中学校・高等学校生徒指

導連絡協議会」等の連携事業を今後も実施していきます。さらに校種間の接続がスムーズに進む

ために、交流連携の推進を図ります。 

④教職員校務支援システムの運用 

 市独自構築の教職員校務支援システムである「あいシステム」は教職員の声を基に操作性が高ま

っており、それにより教職員の多忙化解消につながっていることから継続的に修正を行い、教師

が子どもと向き合う時間を創出し、心の通い合うより良い教育環境づくりを目指します。 

（３）学校施設の充実 

①学校施設の管理・整備・安全対策 

 学校施設は、次代を担う子どもたちが集い、学び、生活する場であるとともに、地域住民にとっ

ては、避難生活の拠り所となる重要な施設です。そのため、「富士吉田市学校施設長寿命化計画」

に基づき、安心・安全な施設環境を確保し、将来にわたって長く使い続けるため、老朽化対策の

みならず、建物の機能や性能を現在の学校に求められている水準を継続するため、長寿命化の推

進を図ります。 

 

  

*1）GIGA スクール構想： 2019（令和元）年 12 月に文部科学省が発表した教育改革案で、Society5.0 時代を生きる
子どもたちに相応しい、全ての子どもたちの可能性を引き出す個別最適な学びと協働的な学びを実現するた
め、「１人１台端末」と学校における高速通信ネットワークを整備する取組。 
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（４）健康安全教育の充実・推進 

①保健管理の徹底 

 児童・生徒の保健管理として、引き続き、富士吉田医師会等の協力を得て、学校医等の適切な配

置により各種健康診断などを確実に実施します。また、養護教諭を補佐する職員を継続派遣し、

学校保健体制の充実を図ります。 

②学校給食の充実と食育の推進 

 子どもたちが食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身につけることができるよう、栄養教諭

及び市管理栄養士による学校訪問を実施し、ＩＣＴ教材等も活用しながら学校給食を生きた教材

として食育を推進していきます。また、食物アレルギー対応や食中毒の防止等を行うとともに、

災害時の食料供給拠点の機能が十分発揮できるよう年次計画を基に施設・設備の管理に努めてい

きます。 

（５）義務教育環境の充実・研究 

①就学環境の充実 

 経済的に困窮している要保護・準要保護世帯に対して、学用品費や給食費等の援助をし、その教

育環境を充実させることで、子どもたちが円滑に義務教育を受けることができるよう支援を継続

します。また、山梨県が実施する貧困調査も踏まえ、学校、スクールソーシャルワーカー、福祉

部門、民生委員をはじめ社会福祉協議会等の関係機関と密に連携しながら、貧困家庭への就学環

境の整備に努めます。 

②適正規模・適正配置の研究 

 少子化の動向を見極めつつ、市内の児童・生徒が適正な環境のもとで等しく義務教育を受けるた

めに、小中学校の適正規模・適正配置について研究し、検討していきます。 

（６）高等学校・高等教育との連携 

①高等学校との連携 

 国際化や情報化など社会の変化に対応し、より質の高い教育の機会を確保するため、高等学校と

の連絡体制を整え、引き続き、進路指導体制の充実、適正な高等学校入学定員枠の働きかけ、及

び小中高の連携事業の推進を図ります。 

②高等教育機関との連携 

 児童・生徒の貴重な教育環境として、地元や隣接地域の大学等との一層の連携に努めます。また、

学校支援学生ボランティアによる小中学校への学習支援や各種社会教育活動への人的資源であ

る大学生の活用に向け、今後も継続的に高等教育機関との積極的な関係づくりに努めます。 

 

  


